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連結子会社２社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 
当社は、2020年１月10日開催の取締役会において、2020年４月１日を効力発生日として、当社100%出

資の連結子会社である鳳凰事業株式会社とニッピコラーゲン工業株式会社の両社を吸収合併（以下、「本

合併」という。）することを決議しましたので、下記の通りお知らせいたします。 

なお、本合併は、いずれも100%子会社との簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部省略して

開示しております。 

 

記 

 

１．合併の目的 

鳳凰事業株式会社は、当社グループ会社の株式を保有、管理しております。また、ニッピコラーゲン

工業株式会社は、可食性コラーゲン･ケーシング等の製造を行い、生産品全てを当社が購入し販売をし

ております。このたび、経営資源の集約、効率的な組織運営を図ることを目的として、鳳凰事業株式会

社とニッピコラーゲン工業株式会社を吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議日     2020年１月10日 

合併契約締結日     2020年１月10日 

合併期日（効力発生日） 2020年４月１日（予定） 

（注）本合併は、当社においては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易合併であり、鳳凰事業株

式会社およびニッピコラーゲン工業株式会社においては会社法第784条第１項の規定に基づ

く略式合併であるため、いずれも合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 

 

（２）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併で、鳳凰事業株式会社とニッピコラーゲン工業株式会社は解散いた

します。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

本合併による株式その他の対価の交付はありません。 

 

（４）本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



３．合併当事会社の概要（2019年３月31日現在） 

 存続会社 消滅会社 消滅会社 

(1)  商 号 株式会社ニッピ 鳳凰事業株式会社 
ニッピコラーゲン工業

株式会社 

(2)  所 在 地 
東京都足立区千住緑町 

一丁目１番１号 

東京都足立区千住緑町

一丁目１番１号 

東京都足立区千住緑町

一丁目１番１号 

(3)  
代 表 者 の 

役 職 ・ 氏 名 
代表取締役 河村桂作 代表取締役 河村桂作 代表取締役 河村桂作 

(4)  事 業 内 容 

コラーゲン・ケーシン

グ、ゼラチン、ペプタイ

ド、化粧品、健康食品ほ

か製造販売業 

当社グループ株式の管

理 

コラーゲン・ケーシン

グ、コラーゲン化粧品

製造業 

(5)  設 立 年 月 日 1907年４月１日 1963年３月25日 1977年２月１日 

(6)  資 本 金 4,404百万円 100百万円 200百万円 

(7)  発行済株式数 2,889,000株 10,000株 400,000株 

(8)  決 算 期 ３月31日 ３月31日 ３月31日 

(9)  
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

株式会社リーガルコーポレーション 

14.45% 

大成建設株式会社        7.74% 

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL 

4.13% 

中央建物株式会社        4.05% 

株式会社ニッピ    100.00% 株式会社ニッピ    50.10% 

鳳凰事業株式会社    49.90% 

(10)  直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決 算 期 2019年３月期（連結） 2019年３月期（単体） 2019年３月期（単体） 

純 資 産 27,907百万円 237百万円 183百万円 

総 資 産 67,910百万円 263百万円 8,030百万円 

１株当たり純資産 9,527.35円 23,711.24円 459.10円 

売 上 高 43,651百万円 ― 百万円 10,007百万円 

営 業 利 益 831百万円 △0百万円 △98百万円 

経 常 利 益 843百万円 0百万円 △139百万円 

親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
172百万円 0百万円 △234百万円 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
59.84円 62.14円 △585.88円 

（注）存続会社は、連結配当規制適用会社であります。 

 

４．合併後の状況 

本合併に伴う当社の商号、所在地、代表者、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、いずれについても当社の100%出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は

ありません。 

以 上 


